
1.重要な会計方針

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース)･･･リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロ
とする定額法によっている。

財務諸表に対する注記

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

  (3)  固定資産の減価償却の方法

  (4)  引当金の計上基準

・満期保有目的の債券･･･

・その他の有価証券・・・

購入時の取得価額によっている。（償却原価法については、取得価額と
債券金額との差額について重要性に乏しいため、適用していない。）

時価のあるものについては、決算日の市場価額等に基づく時価法（売
却原価は、移動平均法）によっている。

・鉄道駅移動円滑化施設、建物附属設備、工具器具備品及びソフトウェア・・・定額法によっている。

  (5)  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっている。

  (6)  消費税等の会計処理

・退職給付引当金・・・職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

･賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品・・・ 終仕入原価法によっている。
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　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位:円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 12,905,832,700 0 0 12,905,832,700

定期預金 94,167,300 0 0 94,167,300

13,000,000,000 0 0 13,000,000,000

特定資産

鉄道駅移動円滑化施設 22,738,158,183 0 1,972,513,196 20,765,644,987

退職給付引当資産 74,220,000 8,192,200 1,656,600 80,755,600

役員退職慰労引当資産 12,838,400 4,531,200 0 17,369,600

減価償却引当資産 18,608,145 4,435,142 0 23,043,287

運用目的特定資産 5,098,996,792 0 58,932,746 5,040,064,046

財政安定化資産 347,001,000 0 830,000 346,171,000

日本財団事業準備金 45,097,383 260,000,000 178,337,281 126,760,102

共生社会実現に向けた
移動円滑化基金

499,917,580 0 7,041,872 492,875,708

28,834,837,483 277,158,542 2,219,311,695 26,892,684,330

41,834,837,483 277,158,542 2,219,311,695 39,892,684,330

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科      目

小      計

小      計

合      計

（注１）鉄道駅移動円滑化施設の当期減少額は、減価償却、ＪＲ東日本　高崎駅ほか１３駅施設一部譲渡に伴うもの
である。

（注２）運用目的特定資産の当期減少額は、特定資産評価損益等△28,380,000円（一般正味財産増減の部）及び
△30,552,746円（指定正味財産増減の部）によるものである。

（注3）財政安定化資産の当期減少額は、特定資産評価損益等△830,000円（一般正味財産増減の部）によるもの
である。
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（単位:円）

基本財産

投資有価証券 12,905,832,700 (12,705,832,700) (200,000,000) －

定期預金 94,167,300 (65,008,227) (29,159,073) －

13,000,000,000 (12,770,840,927) (229,159,073) －

特定資産

鉄道駅移動円滑化施
設

20,765,644,987 (12,195,133,226) (0) (8,570,511,761)

退職給付引当資産 80,755,600 (0) (0) (80,755,600)

役員退職慰労引当資
産

17,369,600 (0) (0) (17,369,600)

減価償却引当資産 23,043,287 (0) (23,043,287) －

運用目的特定資産 5,040,064,046 (3,197,689,046) (1,842,375,000) －

財政安定化資産 346,171,000 (0) (346,171,000) －

日本財団事業準備金 126,760,102 (126,760,102) (0) －

共生社会実現に向けた
移動円滑化基金

492,875,708 (492,875,708) (0) －

26,892,684,330 (16,012,458,082) (2,211,589,287) (8,668,636,961)

39,892,684,330 (28,783,299,009) (2,440,748,360) (8,668,636,961)

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位:円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

47,340,140,924 26,574,495,937 20,765,644,987

建物附属設備 8,711,339 7,125,530 1,585,809

工具器具備品 11,553,088 7,864,185 3,688,903

リース資産 7,905,600 3,952,800 3,952,800

ソフトウェア 6,908,960 4,100,772 2,808,188

47,375,219,911 26,597,539,224 20,777,680,687

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科      目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味
財産からの充当

額）

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（うち負債に
対応する額）

小      計

小      計

合      計

科　　　目

合　　　計

鉄道駅移動円滑化施設

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
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5.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位:円）

帳簿価額 時　　　価 評価損益

国債（14銘柄） 7,642,125,700 8,320,935,000 678,809,300

地方債（5銘柄） 599,608,000 667,890,000 68,282,000

社債（16銘柄） 4,664,099,000 5,015,600,000 351,501,000

12,905,832,700 14,004,425,000 1,098,592,300

6.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位:円）

前期末 当期 当期 当期末

残高 増加額 減少額 残高

補助金

国土交通省 6,458,590,065 0 575,909,733 5,882,680,332

各地方公共団体 6,921,003,895 0 608,551,001 6,312,452,894

13,379,593,960 0 1,184,460,734 12,195,133,226

日本財団

令和元年度分 880,409 0 880,409 0

令和２年度分 44,216,974 0 43,813,000 403,974

令和３年度分 0 260,000,000 133,643,872 126,356,128

45,097,383 260,000,000 178,337,281 126,760,102

日本財団 499,917,580 0 7,041,872 492,875,708

499,917,580 0 7,041,872 492,875,708

13,924,608,923 260,000,000 1,369,839,887 12,814,769,036

7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 （単位:円）

経常収益への振替額

　 減価償却費計上による振替額 1,087,078,556 527,406,085 559,672,471 ―

　 事業実施による指定解除額 184,498,744 ― ― 184,498,744

880,409 ― ― 880,409

1,272,457,709 527,406,085 559,672,471 185,379,153

経常外収益への振替額

　 固定資産売却損計上による振替額 97,382,178 48,503,648 48,878,530 ―

97,382,178 48,503,648 48,878,530 ―

1,369,839,887 575,909,733 608,551,001 185,379,153

種　　　類

合　　　計

補助金等の名称 交付者
貸借対
照表上
の記載
区分

指
定
正
味
財
産

鉄道駅移動円滑化施
設整備事業費補助金

地方公共団体補助金等

小　　　計

助成金

うち地方公共団
体補助金

小　　　計

合      計

科      目 金　　額 うち国庫補助金

共生社会実現に向けた
移動円滑化基金

海上交通バリアフリー
施設整備推進事業助
成金

小　　　計

　 日本財団助成金返還による指定解除額

うち日本財
団助成金

小　　　計

小　　　計

合      計

－13－



8.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 117,087,998円 現金預金勘定 93,623,121円

―　円 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 ―　円

現金及び現金同等物 117,087,998円 現金及び現金同等物 93,623,121円

9.その他

(１)正味財産増減計算書関係

　・鉄道駅移動円滑化施設売却損は、ＪＲ東日本　高崎駅ほか１３駅施設一部譲渡に伴うものである。

(２)引当金の明細

引当金の明細は、次のとおりである。 （単位:円）

目的使用 その他

賞与引当金 9,186,548 10,267,230 9,186,548 0 10,267,230

退職給付引当金 74,220,000 8,192,200 1,656,600 0 80,755,600

役員退職慰労引当金 12,838,400 4,531,200 0 0 17,369,600

前期末

　・日本財団助成金返還額は、令和元年度日本財団海上交通バリアフリー施設整備推進事業の未執行額である。

科      目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

当期末

預入期間が3ヶ月を超
える定期預金
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